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治療と仕事の両立支援

1. 治療と就業の両立支援指針

2. 産業保健に関する基本的知識

3. 事業場（産業医）と主治医の情報共有

4. 療養・就労両立支援指導料（保険診療）



労働施策総合推進法の改正（治療と仕事の両立支援の努力義務化）

○ 事業主に対し、職場における治療と就業の両立を促進するため必要な措置を講じる努力義務を
課すとともに、当該措置の適切・有効な実施を図るための指針の根拠規定を整備する。

→ 現在、「治療と仕事の両立支援ガイドライン」により事業主に次のような取組を求めており、これを参考に指針を策定。

【環境整備】
・事業者による基本方針等の表明と労働者への周知
・研修等による両立支援に関する意識啓発
・相談窓口等の明確化
・両立支援に関する休暇制度・勤務制度等の整備 等
（例）時間単位の有給休暇、病気休暇、時差出勤、テレワーク、短時間勤務等

・ 高齢者の就労の増加や、医療技術の進歩等を背景に、病気を治療しながら仕事をする労働者は
年々増加しており、今後も一層の増加が見込まれている。
⇒ 「治療と仕事の両立支援ガイドライン」による事業主の取組の更なる促進を図る。

改正の趣旨

見直し内容

【個別の両立支援】
主治医や産業医等の意見を踏まえた具体的な両立支援策の
検討・実施
・就業上の措置（避けるべき作業、時間外労働の可否、出張の可否等）
・治療への配慮（通院時間の確保、休憩場所の確保等）

• 労働施策総合推進法等の一部を改正する法律（令和7年法律第63号）により、事業主に対し、治療と仕事の両立支援
の取組を努力義務化。（施行期日：令和８年４月１日）
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労働施策総合推進法（昭和41年法律第132号）（抄）

（国の施策）
第四条 国は、第一条第一項の目的を達成するため、前条に規定する基本的理念に従つて、次に掲げる事項

について、総合的に取り組まなければならない。
一～九 （略）
十 疾病、負傷その他の理由により治療を受ける者の職業の安定を図るため、雇用の継続、離職を余儀な

くされる労働者の円滑な再就職の促進その他の治療の状況に応じた就業を促進するために必要な施策を
充実すること。

十一～十六 （略）
２ （略）
３ （略）

第八章 治療と就業の両立支援
第二十七条の三 事業主は、疾病、負傷その他の理由により治療を受ける労働者について、就業によつて疾

病又は負傷の症状が増悪すること等を防止し、その治療と就業との両立を支援するため、当該労働者から
の相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の必要な措置を講ずるよう努めなければな
らない。

２ 厚生労働大臣は、前項に規定する措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針（以下
この条において「治療と就業の両立支援指針」という。）を定め、これを公表するものとする。

３ 治療と就業の両立支援指針は、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）第七十条の二第一項に
規定する指針と調和が保たれたものでなければならない。

４ 厚生労働大臣は、治療と就業の両立支援指針に従い、事業主又はその団体に対し、必要な指導、援助等
を行うことができる。

※ 労働施策総合推進法等の一部を改正する法律（令和７年法律第63号）により新設

5



治療と就業の両立支援指針

対象疾患
反復・継続して治療が必要と判断され、就業の継続に配慮が
必要なもの

法令の根拠（概要）
労働施策総合推進法 第27条の3 両立支援 努力義務
安衛法 第66条 健診＆就業上の措置の実施 義務

生活指導＆受診勧奨 努力義務
安衛法 第68条 疾病による就業禁止 慎重な判断
安衛法 第62条 中高年齢者 努力義務
↓
健康確保対策等



事業場の主たる労働衛生管理体制

事業者

• （安全）衛生推進者
• 人事労務担当者
• 運行管理者（運輸業）

産業保健活動

• 産業医
• 衛生管理者
• 産業保健看護職（保健師、看護師）

• 産業カウンセラー
• 労働衛生コンサルタント



治療と仕事の両立とは

病気を抱えながらも、働く意欲や能力のある労働者が、仕事を理由として治療
機会を逃すことなく、また、治療を理由として職業生活の継続を妨げられるこ
となく、適切な治療を受けながら、生き生きと就労を続けられることです。

治療と仕事の両立支援に取り組むことの意義

疾病にかかったとしても、本人が希望する場合は、疾病を増悪させることがないよう、
適切な治療を受けながら、仕事を続けられる可能性が高まります。

労働者の健康確保とともに、大切な人材を失わずにすみ、労働者のモチベーション向上
により人材の定着や生産性向上につながります。「健康経営」や社会的責任（ＣＳＲ）
の取組そのものであり、多様な人材の活用による事業の活性化が期待されます。

仕事を理由とする治療の中断や、仕事の過度な負荷による疾病の増悪を防ぐことで、疾
病の治療を効果的に進めることが可能となります。

疾病を抱える労働者の方々も、それぞれの状況に応じた就業の機会を得ることが可能と
なり、全ての人が生きがい、働きがいを持って各々活躍できる社会の実現に寄与するこ
とが期待されます。

◆労働者にとっての意義

◆事業者にとっての意義

◆医療関係者にとっての意義

◆社会にとっての意義
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療養・就労両立支援指導料の流れ

患者
（労働者）

様式例 「両立支援カード」

様式例「勤務情報提供書」

様式例「主治医意見書」

勤務情報を踏まえ、➋患者に療養上の指導を行うとともに、❸患者が勤
務する事業場に選任されている産業医等に両立支援に必要な情報を提供

主治医

事業主

あなたの会社では、短時間
勤務の制度があるので、し
ばらく利用することで就業
は可能です。

あなたの業務内容では○○
の症状が影響することがあ
るため、会社には△△の配
慮をお願いしてください。

ここで
算定

職場復帰・就業継続の可否や具体的な
就業上の配慮等について、主治医の意
見をもとに、産業医等の意見を勘案し
つつ、労働者と十分話し合った上で、
事業主が最終的に決定

❶ 勤務情報を記載した文書の作成
（患者と事業主・産業医等と共同作成）

本人記載欄
（勤務情報）

医師記載欄
（意見書）

※会社の確認が必要



勤務情報提供書





主治医意見書
（就業継続）



必須対応
必須程でない対応

安全配慮（医学
的絶対（相対）禁
忌事項）

合理的配慮
（障害等）

自己保健義務
的配慮



主治医意見書
（復職）



必須対応

必須程でない対応

安全配慮（医学的
絶対（相対）禁忌
事項）

合理的配慮
（障害等）

自己保健義務
的配慮



初回 850点 （情報通信機器を用いて行った場合 740点） 注：月１回に限り算定

❶ 患者と事業者が共同して作成した勤務情報を記載した文書（患者が作成し事業者が確認を行った文書を含む。）を患者から
受け取る【 様式「勤務情報提供書」、様式「両立支援カード」】

➋ ❶の文書による勤務情報を踏まえ、患者に療養上の指導、就労上の指導を行う

❸ 事業場に選任されている産業医等（※１）に対して、就労と療養の両立に必要な情報を提供する

【 様式「主治医意見書」 、様式「両立支援カード」 】

（※１）患者が勤務する事業場に選任されている産業医等（産業医、総括安全衛生管理者、衛生管理者、安全衛生推進者、衛生推進者、

労働者の健康管理等を行う保健師）

２回目以降 500点（情報通信機器を用いて行った場合 435点） 注：初回を算定した月から起算して６月を限度として、月１回に限り算定

➍ 情報提供を行った後、就労の状況を確認し、患者に必要な療養上の指導を行う

相談支援加算 400点
〇 専任の看護師、社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師（※２）が、療養上の指導に同席し、相談支援を行った場合

（※２）相談支援を行う有資格者は、両立支援コーディネーター養成研修を修了した者であること

療養・就労両立支援指導料 （令和8年度改定版）

療養・就労両立支援指導料は、患者（労働者）の療養と就労の両立支援のため、治療を担当する医師が、❶患者と事業主が共同

して作成した勤務情報を記載した文書の内容を踏まえ、➋就労の状況を考慮して、患者に療養上の指導を行うとともに、❸患者

が勤務する事業場に選任されている産業医等に就労と療養の両立に必要な情報を提供した場合に算定する。さらに、➍情報提供

を行った後、勤務環境の変化を踏まえ、患者に必要な療養上の指導を行った場合に算定する。

１．概要

２．算定要件

対象：全疾患（疾患の増悪防止等のための反復継続した治療が必要な入院中の患者以外の患者であって、就業の継続に配慮が必要なもの）



療養・就労両立支援指導料 令和８年度改定のポイント

令和８年度改定これまで

初回：850点（740点）

２回目以降：500点（435点）

相談支援加算：400点

注： 括弧内は情報通信機器を用いた場合

初回：800点（696点）

２回目以降：400点（348点）

相談支援加算：50点

注： 括弧内は情報通信機器を用いた場合

点 数

疾患の増悪防止等のための反復継続した治療が必要な入院
中の患者以外の患者であって、就業の継続に配慮が必要なも
の

※対象疾患の定めを廃止

入院中の患者以外の患者であって、別に厚生労働大臣が定め
る疾患に罹患しているもの

対象疾患：悪性腫瘍、脳血管疾患、指定難病、肝疾患（慢性経
過）、心疾患、糖尿病、若年性認知症

対象となる
患者・疾患

医療機関が受け取る勤務情報について、患者が作成した【様式
「治療と仕事の両立支援カード」】が事業者の確認を経て提供さ
れた場合を追加

①患者と事業者が共同して作成した勤務情報を記載した文書
を患者から受け取る【様式「勤務情報提供書」】

②勤務情報を踏まえ、患者に療養上の指導を行うとともに、
患者が勤務する事業場に選任されている産業医等に両立支
援に必要な情報を提供【様式「主治医意見書」】

初回の
算定要件

初回を算定した月から起算して６月を限度として、月１回限り初回を算定した月から起算して３月を限度として、月１回限り
２回目以降の
算定可能期間

〇 対象疾患は、これまでは特定の疾患に限られていましたが、疾患の定めが廃止され、全て
の疾患が診療報酬の対象になりました。

〇「治療と仕事の両立支援カード」を用いる場合も対象に追加されました。

〇 両立支援コーディネーター養成研修を修了した看護師、社会福祉士、 又は
による相談支援の評価が大きく引き上げられました。



「治療と就業の両立支援指針」の様式例を活用する際の留意点

様式例「両立支援カード」の場合

● 様式例「両立支援カード」は、患
者が自ら記載するもので、①チェッ
クボックス形式で簡便に、②会社の
手間を省いて迅速に作成できる様式
例です。ただし、記載内容は会社と
も合意形成されたものであることが
望まれます。主治医にとっても、会
社の確認があると安心して意見でき
ますし、会社に連絡する際に参考に
なる情報です。

● 「療養・就労両立支援指導料」
においても、患者が作成した「両立
支援カード」が会社の確認を経て提
供された場合が、要件になります。

● 会社で選任されている産業医等の
有無は、主治医にとって、患者の
勤務先との効果的な情報交換のた
め参考になる情報です。

● 「療養・就労両立支援指導料」
においても、会社で選任されてい
る産業医等が、主治医からの情報
提供先となる場合が、要件になり
ます。

「治療と就業の両立支援指針」に基づき厚生労働省労働基準局長が定める様式例は、その活用方法はあくまで任意ですが、一方、
保険診療において「療養・就労両立支援指導料」を算定する場合には、様式又はこれに準ずる様式を用いる必要があります。



両立支援カード
（本人記載欄）





両立支援カード
（医師記載欄）



両立支援が困難となる要因の例

1. 患者（労働者）
意識

（医療につなげることができない）

雇用契約

２．医療機関

主治医意見書の作成

３．事業場

両立支援のための環境整備



両立支援の留意点
ー医学的見地と労務管理の両輪でー

1. 十分な情報共有
書面様式の準備
医療機関 事業場

勤務情報提供書
主治医意見書

両立支援プラン
↓

２．就業上の措置・配慮への置換
医学的見地と労務管理の各専門性を生かして

両立支援カード



院内体制の整備

• 患者（労働者）への働きかけ（病名告知の際）
例）口頭、リーフレット

• 患者（労働者）・主治医への支援
例）がん相談支援センター

両立支援コーディネーター

• 書面様式の準備
（勤務情報提供書、主治医意見書）

例）電子カルテシステム、書面



（独）労働者健康安全機構が各都道府県に設置している「産業保健総合支援センター」を中心として、
①人事労務担当者、産業保健スタッフ、医療関係者に対する研修・情報提供
②両立支援に取り組む関係者等への相談対応・個別訪問
③医療機関と連携し、企業・疾病を抱える労働者間の調整支援

産業保健総合支援センター

医療機関

企業

・人事労務担当者

・産業医等の

産業保健ｽﾀｯﾌ

・人事労務担当者

・産業医等の

産業保健ｽﾀｯﾌ

相談対応

個別訪問

産業保健相談員※１

両立支援促進員※２

研修・セミナーの実施

両立支援ガイドラインに関
する具体的取組方法 等

参
加

疾病を抱える労働者

医療機関（主治医、医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ等）と連
携し、企業・疾病を抱える労働者間の調整支援

治療と仕事の
両立の調整

・保健師 ・看護師
・医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ

主治医

参
加

両立支援促進員

企業内の体制づくり、規程・制度（柔軟な年
休制度、病気休暇制度等）整備、個別案件
への対応などについて、企業を支援

疾病を抱える労働者

連携

相談

①

②

③

※１ 医師、保健師、衛生工学の専門家等
※２ 保健師、社会保険労務士、

医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ等

産業保健総合支援センターによる
治療と仕事の両立支援のイメージ
産業保健総合支援センターによる
治療と仕事の両立支援のイメージ

（TEL：048-829-2661、両立支援専門職：柏原）



埼玉産業保健総合支援センター

両立支援相談窓口

県内11カ所

埼玉医科大学国際医療センター

第3木曜日 11:00～14：00
2026年10月1日現在



ご清聴、ありがとうございました！


